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平成 24 年度ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金

1 次募集採択結果

きめ細かく顧客ニーズをとらえる創意工夫に取り組むために、中小企業経営力強化支援法の認定経

営革新等支援機関（認定支援機関）等と連携しつつ、ものづくり中小企業・小規模事業者が実施する

試作開発や設備投資等を国が支援しています。

１次公募第一次締め切り期間（平成 25 年 3 月 15 日（金）から 3 月 25 日（月））内に申請のあっ

た1,836件について、外部審査委員会 での審査を踏まえ、742件の補助金の交付先が決定しました。

内ＪＡＭ組織関連企業は、16 社ありました。

秋田・小林工業、埼玉・大村製作所、新潟・フジイコーポレーション、富山・宮越工芸、石川・曽

田製作所、石川・ダイワ、長野・ライト光機製作所、長野・多摩川精機、長野・小松精機工作所、長

野・大和電機工業、三重・小林機械製作所、滋賀・山科精器、滋賀・高橋金属、岡山・ナカシマメデ

ィカル、高知・高知精工メッキ、熊本・金剛、詳細は、下記ホームページに掲載してあります。

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/2013/0430MonoKekka.htm

※ 6 月頃に次回の募集を行う予定になっています。

募集受付は、全国中小企業団体中央会等で行っています。

詳細は下記ホームページを参照してください。

http://www.chuokai.or.jp/josei/24mh/koubo20130315.html
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政策ＮＥＷＳ

１．対象者

ものづくり中小企業・小規模事業者であり、以下の要件を満たす者。

(１)顧客ニーズにきめ細かく対応した競争力強化を行う事業であること

(２)認定支援機関に事業計画の実効性等が確認されていること

(３)「中小ものづくり高度化法」２２分野の技術を活用した事業であること

２．補助率

２／３

３．補助上限額

１，０００万円

４．対象経費

原材料費、機械装置費、外注加工費、技術導入費、直接人件費、委託費、知的財産権関連経費、

専門家謝金、専門家旅費、運搬費、雑役務費

５．競争力強化の形態

(1)小口化・短納期化型…多品種少量生産・短納期化のニーズに対応するものであること

(2)ワンストップ化型…一環生産体制の導入等を通じて、幅広いニーズに迅速に対応するものであ

ること

(3)サービス化型…製品以外の付加価値をつけた形での商品提供に係るものであること

(4)ニッチ分野特化型…潜在的なニーズがあるニッチ分野に関する対応するものであること

(5)生産プロセス強化型…生産性向上により品質を維持するもとで低コスト化を図るものであるこ

と


